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2023年度末 2024年度末
あります。

	 •退職給付見込額の期間帰属方法	 給付算定式基準
	 •数理計算上の差異の処理年数 	 10年
	 •過去勤務費用の処理年数	 10年

8.	 �役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支給に備
えるため、内規に基づく当年度末要支給額を計上しております。

9.	� 価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出し
た額を計上しております。

10.	� ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会
計基準第10号）に従い、外貨建その他の証券及び外貨建株式
等に対する為替変動リスクをヘッジする目的で実施する為替
予約取引について時価ヘッジを行っております。なお、ヘッジの
有効性の判定には、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比
較する比率分析によっております。ただし、ヘッジ対象とヘッジ
手段に関する重要な条件が同一であり、ヘッジに高い有効性
があることが明らかな場合には、ヘッジの有効性の判定を省略
しております。

11.	� 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており
ます。ただし、事業費等の費用は税込方式によっております。な
お、資産にかかる控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰
延消費税等については、前払費用として計上のうえ5年間で均
等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費
用処理しております。

12.	� 初回保険料は、原則として収納があり、保険契約上の責任が
開始しているものについて、当該収納した金額により計上して
おります。また、２回目以降保険料は、収納があったものについ
て、当該金額により計上しております。なお、収納した保険料の
うち、期末時点において未経過となっている期間に対応する部
分については、保険業法第116条及び保険業法施行規則第69
条第1項第2号に基づき、責任準備金に積み立てております。

13.	� 再保険収入は、再保険契約に基づく受取事由が当期に発生し
たものについて、これに定める金額により計上しております。再
保険料は、再保険契約に基づく支払事由が当期に発生したも
のについて、これに定める金額により計上しております。
なお、保険業法施行規則第71条第1項及び同規則第73条第3
項に規定する再保険に付した部分に相当する責任準備金及び
支払備金については積み立てておりません。

14.	� 期末時点において、保険契約上の責任が開始している契約に
ついて、保険契約に基づく将来における債務の履行に備えるた
め、保険業法第116条第1項に基づき、保険料及び責任準備金
の算出方法書（保険業法第4条第2項第4号）に記載された方
法に従って計算し、責任準備金を積み立てております。
責任準備金のうち保険料積立金については、次の方式により
計算しております。

・ �標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定め
る方式（平成8年大蔵省告示第48号）

・ �標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純
保険料式

なお、責任準備金については、保険業法第121条第１項及び保
険業法施行規則第80条に基づき、毎決算期において責任準備
金が適正に積み立てられているかどうかを、保険計理人が確認
しております。
責任準備金のうち危険準備金については、保険業法第116条
及び保険業法施行規則第69条第1項第3号に基づき、保険契約
に基づく将来の債務を確実に履行するため、将来発生が見込
まれる危険に備えて積み立てております。

あります。
	 •�退職給付見込額の期間帰属方法　	給付算定式基準及び期間

　　　　　　　　　　　　　　　定額基準
	 •数理計算上の差異の処理年数	 8年
	 •過去勤務費用の処理年数	 8年

8.	� 役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支給に備
えるため、内規に基づく当年度末要支給額を計上しております。

9.	� 価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出し
た額を計上しております。

10.	� ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会
計基準第10号）に従い、外貨建その他の証券に対する為替変
動リスクをヘッジする目的で実施する為替予約取引について
時価ヘッジを行っております。なお、ヘッジの有効性の判定に
は、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析
によっております。ただし、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重
要な条件が同一であり、ヘッジに高い有効性があることが明ら
かな場合には、ヘッジの有効性の判定を省略しております。

11.	� 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており
ます。ただし、事業費等の費用は税込方式によっております。な
お、資産にかかる控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰
延消費税等については、前払費用として計上のうえ5年間で均
等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費
用処理しております。

12.	� 初回保険料は、原則として収納があり、保険契約上の責任が
開始しているものについて、当該収納した金額により計上して
おります。また、２回目以降保険料は、収納があったものについ
て、当該金額により計上しております。なお、収納した保険料の
うち、期末時点において未経過となっている期間に対応する部
分については、保険業法第116条及び保険業法施行規則第69
条第1項第2号に基づき、責任準備金に積み立てております。

13.	� 再保険収入は、再保険契約に基づく受取事由が当期に発生し
たものについて、これに定める金額により計上しております。再
保険料は、再保険契約に基づく支払事由が当期に発生したも
のについて、これに定める金額により計上しております。
なお、保険業法施行規則第71条第1項及び同規則第73条第3
項に規定する再保険に付した部分に相当する責任準備金及び
支払備金については積み立てておりません。

14.	� 期末時点において、保険契約上の責任が開始している契約に
ついて、保険契約に基づく将来における債務の履行に備えるた
め、保険業法第116条第1項に基づき、保険料及び責任準備金
の算出方法書（保険業法第4条第2項第4号）に記載された方
法に従って計算し、責任準備金を積み立てております。
責任準備金のうち保険料積立金については、次の方式により
計算しております。

・ �標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定め
る方式（平成8年大蔵省告示第48号）

・ �標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純
保険料式

なお、責任準備金については、保険業法第121条第１項及び保
険業法施行規則第80条に基づき、毎決算期において責任準備
金が適正に積み立てられているかどうかを、保険計理人が確認
しております。
責任準備金のうち危険準備金については、保険業法第116条
及び保険業法施行規則第69条第1項第3号に基づき、保険契約
に基づく将来の債務を確実に履行するため、将来発生が見込
まれる危険に備えて積み立てております。
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2023年度末 2024年度末
15.	� 保険金等支払金(再保険料を除く)は、保険約款に基づく支払事

由が発生し、当該約款に基づいて算定された金額を支払った
契約について、当該金額により計上しております。なお、保険業
法第117条及び保険業法施行規則第72条に基づき、期末時点
において支払義務が発生したもの、または、まだ支払事由の報
告を受けていないものの支払事由が既に発生したと認められ
るもののうち、保険金等の支出として計上していないもの(以下

「既発生未報告支払備金」という。)について、支払備金を積み
立てております。既発生未報告支払備金については、新型コロ
ナウイルス感染症と診断され、宿泊施設または自宅にて医師
等の管理下で療養をされた場合(以下「みなし入院」という。)等
に入院給付金等を支払う特別取扱を2023年5月8日以降終了
したこと、また同日より新型コロナウイルス感染症の感染症法
上の位置づけが新型インフルエンザ等感染症から5類感染症
に移行されたこと(以下「5類感染症への移行」という。)により、
平成10年大蔵省告示第234号(以下「IBNR告示」という。)第1
条第1項本則に基づく計算では適切な水準の額を算出すること
ができないことから、IBNR告示第1条第1項ただし書の規定に
基づき、以下の方法により算出した額を計上しております。
(計算方法の概要)
IBNR告示第1条1項本則に掲げる全ての事業年度の既発生未
報告支払備金積立所要額及び保険金等の支払額から、みなし
入院に係る額及び新型コロナウイルス感染症と診断されたこ
とに係る額を除外した上で、IBNR告示第1条1項本則と同様の
方法により算出しております。
なお、前事業年度末においては、当該みなし入院に係る額及び
新型コロナウイルス感染症と診断されたことに係る額の代わ
りに、重症化リスクの高い方以外のみなし入院に係る額を除外
しておりましたが、当事業年度中にみなし入院の入院給付金の
取扱いを終了したこと及び5類感染症への移行により、当該み
なし入院に係る額及び新型コロナウイルス感染症と診断され
たことに係る額を除外して算出する方法に見直しております。

16.	� 無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価
償却の方法は、利用可能期間に基づく定額法により行っており
ます。

17.	� 2023年10月に、「低解約返戻金型終身保険/保険料払込免除
特約付低解約返戻金型終身保険（E終身）」について、一部の契
約群を除き、共同保険式再保険により出再しました。本件は、当
社における持続的なリスク管理計画の一環として、資本水準の
向上及び資産と負債の総合管理（ALM）の改善を目的に実施
されております。
出再の概要は、以下のとおりであります。

・ �取引規模　　448,459百万円（責任準備金ベース）
・ �再保険料　　310,045百万円

15.	� 保険金等支払金（再保険料を除く）は、保険約款に基づく支払事
由が発生し、当該約款に基づいて算定された金額を支払った
契約について、当該金額により計上しております。なお、保険業
法第117条及び保険業法施行規則第72条に基づき、期末時点
において支払義務が発生したもの、または、まだ支払事由の報
告を受けていないものの支払事由が既に発生したと認められ
るもののうち、それぞれ保険金等の支出として計上していない
ものについて、支払備金を積み立てております。既発生未報告
支払備金（まだ支払事由の発生の報告を受けていないものの
支払事由が既に発生したと認められる保険金等をいう。以下同
じ。）については、新型コロナウイルス感染症と診断され、宿泊
施設または自宅にて医師等の管理下で療養をされた場合（以
下「みなし入院」という。）等に入院給付金等を支払う特別取扱
を2023年5月8日以降終了したこと、また同日より新型コロナ
ウイルス感染症の感染症法上の位置づけが新型インフルエン
ザ等感染症から5類感染症に移行されたことにより、平成10年
大蔵省告示第234号（以下「IBNR告示」という。）第1条第1項
本則に基づく計算では適切な水準の額を算出することができ
ないことから、IBNR告示第1条第1項ただし書の規定に基づき、
以下の方法により算出した額を計上しております。
（計算方法の概要）

IBNR告示第1条1項本則に掲げる全ての事業年度の既発生未
報告支払備金積立所要額及び保険金等の支払額から、みなし
入院に係る額および新型コロナウイルス感染症と診断されたこと
に係る額を除外した上で、IBNR告示第1条1項本則と同様の
方法により算出しております。

16.	� 無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価
償却の方法は、利用可能期間に基づく定額法により行っており
ます。

17.	� 従来、退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異および過
去勤務費用の費用処理年数について、10年としておりました
が、従業員の平均残存勤務期間が短縮したため、当事業年度よ
り費用処理年数を8年に変更しております。なお、この変更が当
事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

18.	� 未適用の会計基準等に関する事項は、次のとおりであります。
・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号 2024年９

月13日）
・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第33号 2024年９月13日）
ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対
応報告及び移管指針の改正

（1）概要
国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資
産・負債を計上する等の取扱いを定めるものであります。

（2）適用予定日
2027年４月１日より開始する事業年度の期首から適用する予
定であります。

（3）当該会計基準等の適用による影響
当該会計基準等の適用による影響は、現在評価中であります。
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2023年度末 2024年度末
18.	� 金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する

事項は、次のとおりであります。
保険業法第118条第1項に規定する特別勘定以外の勘定であ
る一般勘定の資産運用は、生命保険事業の社会性及び保険商
品（負債）の特性を考慮した運用を行うことを基本方針として
おります。金利の動向を踏まえ、リスク許容度の範囲内におい
て、高い収益性とリスク分散された資産運用ポートフォリオ構
築を目指した結果、超長期の日本国債、為替ヘッジ付きの外貨
建債券投資をはじめとする外国証券、株式、不動産等を中心と
した投資を行っております。なお2020年度よりALMの観点から
満期保有目的の債券及び責任準備金対応債券として超長期の
日本国債購入も行っております。
貸付については、保険約款貸付が中心となっております。デリバ
ティブについては、為替予約を用いた為替変動のリスクヘッジ
のための取引を行っております。
なお、主な金融商品として、有価証券及びデリバティブ取引は
市場リスク及び信用リスク、貸付金は信用リスクに晒されてお
ります。
資産運用のリスク管理にあたっては、金利・株式・為替・信用
スプレッド等の市場環境の変化により資産の価値が変動し、損
失を被るリスクを市場リスク、また信用供与先の財務状況悪化
等により資産の価値が減少ないし消滅し、損失を被るリスクを
信用リスクと定義して管理を行っております。これらのリスクに
対しては、各種リミットを設定するとともに、経済的リスク量を
測定し管理を行っております。また、補完的手段として、定期的
にストレステストを実施して財務の健全性を確認し、関連委員
会に報告しております。

主な金融資産及び金融負債にかかる貸借対照表価額、時価及
びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、現金及び預貯金は主に短期間で決済されるため時価が
帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。
また一部の投資信託について、一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に従い、投資信託の基準価額を時価とみなし
ており、当該投資信託が含まれております。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 時価 差額

(1)有価証券 528,464 458,986 △69,477
満期保有目的の債券 231,175 163,729 △67,446
責任準備金対応債券 100,417 98,385 △2,031
その他有価証券 196,871 196,871 ―
(2)貸付金 22,151 22,151 ―
保険約款貸付 22,150 22,150 ―
一般貸付 1 1 ―
(3)金融派生商品
ヘッジ会計が適用されていないもの
ヘッジ会計が適用されているもの

(44,104) (44,104) ―
(43,238) (43,238) ―

(865) (865) ―

金融派生商品によって生じた正味の債権・債務は純額で表示
しており、合計で正味の債務となる項目については（ ）で表示
しております。

なお市場価格のない株式等及び組合出資金等については、そ
れぞれ「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会
計基準適用指針第19号2020年3月31日）第5項及び「時価の
算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第31号2021年6月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」
という。）第24-16項に従い、有価証券に含めておりません。
これらの当年度末における貸借対照表価額は以下のとおりで
あります。

19. 	�金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する
事項は、次のとおりであります。
保険業法第118条第1項に規定する特別勘定以外の勘定であ
る一般勘定の資産運用は、生命保険事業の社会性及び保険商
品（負債）の特性を考慮した運用を行うことを基本方針として
おります。金利の動向を踏まえ、リスク許容度の範囲内におい
て、高い収益性とリスク分散された資産運用ポートフォリオ構
築を目指した結果、超長期の日本国債、為替ヘッジ付きの外貨
建債券投資をはじめとする外国証券、株式、不動産等を中心と
した投資を行っております。なお、2020年度よりALMの観点か
ら満期保有目的の債券及び責任準備金対応債券として超長期
の日本国債等の購入も行っております。
貸付については、保険約款貸付が中心となっております。デリバ
ティブについては、為替予約を用いた為替変動のリスクヘッジ
のための取引を行っております。
なお、主な金融商品として、有価証券及びデリバティブ取引は
市場リスク及び信用リスク、貸付金は信用リスクに晒されてお
ります。
資産運用のリスク管理にあたっては、金利・株式・為替・信用
スプレッド等の市場環境の変化により資産の価値が変動し、損
失を被るリスクを市場リスク、また信用供与先の財務状況悪化
等により資産の価値が減少ないし消滅し、損失を被るリスクを
信用リスクと定義して管理を行っております。これらのリスクに
対しては、各種リミットを設定するとともに、経済的リスク量を
測定し管理を行っております。また、補完的手段として、定期的
にストレステストを実施して財務の健全性を確認し、関連委員
会に報告しております。

主な金融資産及び金融負債にかかる貸借対照表価額、時価及
びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、現金及び預貯金、買入金銭債権に計上するコマーシャル
ペーパーは主に短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近
似することから、注記を省略しております。
また一部の投資信託について、一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に従い、投資信託の基準価額を時価とみなし
ており、当該投資信託が含まれております。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 時価 差額

(1)有価証券 507,452 390,300 △117,152
満期保有目的の債券 231,736 132,360 △99,375
責任準備金対応債券 151,111 133,334 △17,777
その他有価証券 124,605 124,605 ―
(2)貸付金 21,411 21,411 ―
保険約款貸付 21,410 21,410 ―
一般貸付 0 0 ―
(3)金融派生商品
ヘッジ会計が適用されていないもの
ヘッジ会計が適用されているもの

（25,730） （25,730） ―
（25,914） （25,914） ―

184 184 ―

金融派生商品によって生じた正味の債権・債務は純額で表示
しており、合計で正味の債務となる項目については（ ）で表示
しております。

なお、市場価格のない株式等及び組合出資金等については、そ
れぞれ「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会
計基準適用指針第19号 2020年3月31日）第5項及び「時価の
算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第31号 2021年6月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」
という。）第24-16項に従い、有価証券に含めておりません。
これらの当年度末における貸借対照表価額は以下のとおりで
あります。
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イ.非上場株式 	 61,775百万円
　（うち子会社株式	 61,750百万円）
ロ.組合出資金	 81,021百万円
　（うち子会社出資金	 9,169百万円）

主な金融商品の時価の内訳等に関する事項は、次のとおりで
あります。
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能
性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しておりま
す。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における

（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル1 のインプット以外の直接又は間接的
に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算
定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用してい
る場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう
ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。

（1）	�時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融
負債

（単位：百万円）

区分 時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

有価証券 2,826 153,122 36,255 192,204
その他有価証券 2,826 153,122 36,255 192,204
社債 － 2,814 － 2,814
株式 958 － － 958
外国証券 1,867 150,169 36,255 188,292
公社債 － 150,169 36,255 186,424
株式等 1,867 － － 1,867
その他の証券 － 138 － 138

金融派生商品 － 8,032 － 8,032
通貨関連 － 8,032 － 8,032

資産計 2,826 161,154 36,255 200,236
金融派生商品 － △52,136 － △52,136
通貨関連 － △52,136 － △52,136

負債計 － △52,136 － △52,136
時価算定会計基準適用指針第24-3項の基準価額を時価とみな
す投資信託については、上記表には含めておりません。貸借対照
表における当該投資信託の金額は4,667百万円であります。

（2）	�時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金
融負債

（単位：百万円）

区分 時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

貸付金 ― ― 22,151 22,151
有価証券 262,115 ― ― 262,115
満期保有目的の債券 163,729 ― ― 163,729

国債 163,729 ― ― 163,729
責任準備金対応債券 98,385 ― ― 98,385
国債 98,385 ― ― 98,385

資産計 262,115 ― 22,151 284,266

イ.非上場株式	 55,945百万円
　（うち子会社株式	 55,920百万円）
ロ.組合出資金	 84,653百万円
　（うち子会社出資金	 13,700百万円）

主な金融商品の時価の内訳等に関する事項は、次のとおりで
あります。
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能
性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しておりま
す。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における

（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル1 のインプット以外の直接又は間接的
に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算
定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用してい
る場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう
ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。

（1）	�時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融
負債

（単位：百万円）

区分 時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

有価証券 14,690 68,279 36,891 119,862
その他有価証券 14,690 68,279 36,891 119,862
国債 14,294 － － 14,294
社債 － 2,116 － 2,116
株式 396 － － 396
外国証券 － 66,163 36,891 103,054
公社債 － 66,163 36,891 103,054

金融派生商品 － 7,592 － 7,592
通貨関連 － 7,592 － 7,592

資産計 14,690 75,871 36,891 127,454
金融派生商品 － △33,322 － △33,322
通貨関連 － △33,322 － △33,322

負債計 － △33,322 － △33,322
時価算定会計基準適用指針第24-3項の基準価額を時価とみな
す投資信託については、上記表には含めておりません。貸借対照
表における当該投資信託の金額は4,742百万円であります。

（2）	�時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金
融負債

（単位：百万円）

区分 時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

貸付金 ― ― 21,411 21,411
有価証券 250,894 14,800 ― 265,695
満期保有目的の債券 132,360 ― ― 132,360

国債 132,360 ― ― 132,360
責任準備金対応債券 118,533 14,800 ― 133,334
国債 118,533 ― ― 118,533
社債 ― 14,800 ― 14,800

資産計 250,894 14,800 21,411 287,106
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（3）	�時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

ア.有価証券
有価証券については、活発な市場における無調整の相
場価格を利用できるものはレベル1 の時価に分類して
おります。公表された相場価格を用いていたとしても市
場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類してお
ります。
相場価格が入手できない場合には、情報ベンダーから
提示された価格等を用いて評価しております。これらの
価格は将来キャッシュ・フローとクレジットスプレッド
等を加味した割引率に基づく割引現在価値法等により
算定しており、算定にあたって重要な観察できないイン
プットを用いている場合にはレベル３の時価、そうでな
い場合はレベル２の時価に分類しております。
また相場価格が存在しない投資信託について、解約又
は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求
められるほどの重要な制限がない場合には基準価額を
時価とし、レベル２に分類しております。

イ.貸付金
保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限
るなどの特性により返済期限を設けておらず、返済見込
み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似し
ているものと想定されるため、帳簿価額を時価としてお
り、レベル３の時価に分類しております。
一般貸付は、返済見込み期間及び金利条件等から、時
価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳
簿価額を時価としており、レベル３の時価に分類してお
ります。

ウ.金融派生商品
為替予約取引は、先物為替相場等を使用しており、レベ
ル２の時価に分類しております。

（4）�時価で貸借対照表に計上している金融資産及び金融負債
のうちレベル３の時価に関する情報
ア.�重要な観察できないインプットに関する定量的情報

記載すべき事項はありません。
イ.�期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識

した評価損益

（単位：百万円）
有価証券

その他有価証券
外国証券

公社債
期首残高 29,564
当期の損益または評価・換算差額等
   損益に計上（※） 4,324
   その他有価証券評価差額金に計上 125
購入、売却、発行及び決済
   購入 2,273
   売却 －
   発行 －
   決済 △32
レベル3の時価への振替 －
レベル3の時価からの振替 －
期末残高 36,255
当期損益に計上した額のうち貸借
対照表において保有する金融資産
及び金融負債の評価損益（※）

4,324

（※）損益計算書の「資産運用収益」に含まれております。

（3）	�時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
ア.有価証券

有価証券については、活発な市場における無調整の相
場価格を利用できるものはレベル1 の時価に分類して
おります。公表された相場価格を用いていたとしても市
場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類してお
ります。
相場価格が入手できない場合には、情報ベンダーから
提示された価格等を用いて評価しております。これらの
価格は将来キャッシュ・フローとクレジットスプレッド
等を加味した割引率に基づく割引現在価値法等により
算定しており、算定にあたって重要な観察できないイン
プットを用いている場合にはレベル３の時価、そうでな
い場合はレベル２の時価に分類しております。
また相場価格が存在しない投資信託について、解約又
は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求
められるほどの重要な制限がない場合には基準価額を
時価としております。

イ.貸付金
保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限
るなどの特性により返済期限を設けておらず、返済見込
み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似し
ているものと想定されるため、帳簿価額を時価としてお
り、レベル３の時価に分類しております。
一般貸付は、返済見込み期間及び金利条件等から、時
価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳
簿価額を時価としており、レベル３の時価に分類してお
ります。

ウ.金融派生商品
為替予約取引は、先物為替相場等を使用しており、レベ
ル２の時価に分類しております。

（4）�時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融
負債のうちレベル３の時価に関する情報
ア.�重要な観察できないインプットに関する定量的情報

記載すべき事項はありません。
イ.�期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識

した評価損益

（単位：百万円）
有価証券

その他有価証券
外国証券

公社債
期首残高 36,255
当期の損益または評価・換算差額等
   損益に計上（※） △439
   その他有価証券評価差額金に計上 1,104
購入、売却、発行及び決済
   購入 －
   売却 －
   発行 －
   決済 △29
レベル3の時価への振替 －
レベル3の時価からの振替 －
期末残高 36,891
当期損益に計上した額のうち貸借
対照表において保有する金融資産
及び金融負債の評価損益（※）

△439

（※）�損益計算書の「資産運用収益」又は「資産運用費用」に含ま
れております。
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ウ.時価評価のプロセスの説明

当社は時価の算定に関する方針及び手続を定めてお
り、これに沿って時価を算定し、時価の算定に用いられ
た評価技法及びインプットの妥当性並びに時価のレベ
ルの分類の適切性を検証しております。また、第三者か
ら入手した価格を利用する場合においても、利用されて
いる評価技法及びインプットの確認等の適切な方法に
より価格の妥当性を検証しております。

エ.�重要な観察できないインプットを変化させた場合の時
価に対する影響に関する説明
　記載すべき事項はありません。

19.	� 当社は、愛知県その他の地域において賃貸用土地を保有して
おります。当年度末における当該賃貸等不動産の貸借対照表
価額は17,935百万円、時価は17,730百万円であります。なお、
時価は社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく
金額によっております。また、賃貸等不動産の貸借対照表価額
に含まれている資産除去債務に対応する額はありません。

20.	� 消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表価
額は、7,357百万円であります。

21.	� 債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債
権、三月以上延滞債権並びに貸付条件緩和債権の該当はあり
ません。

22.	 有形固定資産の減価償却累計額は1,829百万円であります。

23.	� 繰延税金資産の総額は、10,297百万円、繰延税金負債の総額
は、6,424百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当
額として控除した額は、10,185百万円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金
5,371百万円、価格変動準備金1,240百万円、税法に定める減
価償却資産損金算入限度超過額1,031百万円、有価証券評価
損895百万円であります。
繰延税金負債の主な原因別内訳は、その他有価証券評価差額
金 6,311百万円であります。
繰延税金資産から評価性引当額として控除された額の主な変
動の理由は、その他有価証券評価差額金に係る評価性引当額
の減少であります。

24.	� リース契約により使用している重要な有形固定資産として電
子計算機等があります。

25.	� 契約者配当準備金の異動状況は次のとおりです。
当期首現在高	 148百万円
当期契約者配当金支払額	 42百万円
利息による増加等	 0百万円
契約者配当準備金繰入額	 37百万円
当期末現在高	 143百万円

26.	� 関係会社の株式は61,750百万円、出資金は9,169百万円であ
ります。

27.	� 担保に供されている資産の額は、有価証券124,531百万円であ
ります。

28.	� 保険業法施行規則第73条第3項において準用する同規則第
71条第1項に規定する再保険を付した部分に相当する支払備
金（以下「出再支払備金」という。）の金額は11,432百万円で

ウ.時価評価のプロセスの説明
当社は時価の算定に関する方針及び手続を定めてお
り、これに沿って時価を算定し、時価の算定に用いられ
た評価技法及びインプットの妥当性並びに時価のレベ
ルの分類の適切性を検証しております。また、第三者か
ら入手した価格を利用する場合においても、利用されて
いる評価技法及びインプットの確認等の適切な方法に
より価格の妥当性を検証しております。

エ.�重要な観察できないインプットを変化させた場合の時
価に対する影響に関する説明
　記載すべき事項はありません。

20.	� 当社は、京都府その他の地域において賃貸用土地を保有して
おります。当年度末における当該賃貸等不動産の貸借対照表
価額は17,935百万円、時価は17,900百万円であります。なお、
時価は社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく
金額によっております。また、賃貸等不動産の貸借対照表価額
に含まれている資産除去債務に対応する額はありません。

21.	� 債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債
権、三月以上延滞債権並びに貸付条件緩和債権の該当はあり
ません。

22.	� 有形固定資産の減価償却累計額は1,981百万円であります。

23.	� 繰延税金資産の総額は、10,957百万円、繰延税金負債の総額
は、8,646百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当
額として控除した額は、10,814百万円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金
6,181百万円、価格変動準備金1,380百万円、税法に定める減
価償却資産損金算入限度超過額1,338百万円であります。ま
た、繰延税金負債の主な原因別内訳は、その他有価証券評価
差額金8,504百万円であります。

「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）」
が2025年3月31日に国会で成立したことに伴い、2026年4月
1日以降開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が
行われることとなりました。これに伴い、2026年4月1日以降
開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等に係る繰
延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を
28.00％から28.93％に変更し計算しております。当該税率変更
により、当期末における繰延税金負債は273百万円増加し、そ
の他有価証券評価差額金が273百万円減少しております。

24.	� リース契約により使用している重要な有形固定資産として電
子計算機等があります。

25.	� 契約者配当準備金の異動状況は次のとおりです。
当期首現在高	 143百万円
当期契約者配当金支払額	  50百万円
利息による増加等	  0百万円
契約者配当準備金繰入額	 47百万円
当期末現在高	 140百万円

26.	� 関係会社の株式は55,920百万円、出資金は13,700百万円であ
ります。

27.	� 担保に供されている資産の額は、有価証券76,710百万円であ
ります。

28.	� 保険業法施行規則第73条第3項において準用する同規則第
71条第1項に規定する再保険を付した部分に相当する支払備
金（以下「出再支払備金」という。）の金額は13,318百万円で
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あり、同規則第71条第1項に規定する再保険を付した部分に相
当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は
709,722百万円であります。

29.	� １株当たりの純資産額は75,826円81銭であります。

30.	� 退職給付に関する事項は次のとおりであります。
（1）	採用している退職給付制度の概要

	� 当社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度
を設けております。また、確定拠出型の制度として確定拠
出年金制度を設けております。

（2）	確定給付制度
	 ①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
	 期首における退職給付債務	 2,023百万円
	 　勤務費用	 177百万円
	 　利息費用	 20百万円
	 　数理計算上の差異の当期発生額	 67百万円
	 　退職給付の支払額	 △190百万円
	 期末における退職給付債務	 2,098百万円

	 ②年金資産の期首残高と期末残高の調整表
	 期首における年金資産	 2,108百万円
	 　期待運用収益 	 42百万円
	 　数理計算上の差異の当期発生額	 258百万円
	 　事業主からの拠出額	 231百万円
	 　退職給付の支払額	 △190百万円
	 期末における年金資産	 2,449百万円

	 ③�退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上され
た前払年金費用の調整表

	 積立型制度の退職給付債務	 △2,098百万円
	 年金資産	 2,449百万円
			   351百万円
	 　未認識数理計算上の差異	 △204百万円
	 　未認識過去勤務費用	 77百万円
	 前払年金費用	 223百万円

	
	 ④退職給付に関連する損益
	 　勤務費用	 177百万円
	 　利息費用	 20百万円
	 　期待運用収益	 △42百万円
	 　数理計算上の差異の当期の費用処理額	 △24百万円
	 　過去勤務費用の当期の費用処理額	 46百万円
	 　確定給付制度に係る退職給付費用	 177百万円

	 ⑤年金資産の主な内訳
	� 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、以下のと

おりであります。
	 　株式	 53.4％
	 　債券	 35.6％
	 　現金及び預金	 3.5％
	 　その他	 7.5％
	 　合計                           	 100.0％

	 ⑥長期期待運用収益率の設定方法
	� 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及

び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多
様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を
考慮しております。

あり、同規則第71条第1項に規定する再保険を付した部分に相
当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は
739,522百万円であります。

29.	� １株当たりの純資産額は78,067円71銭であります。

30.	� 退職給付に関する事項は次のとおりであります。
（1）	採用している退職給付制度の概要

	� 当社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度
及び転出支援金制度を設けております。また、確定拠出型
の制度として確定拠出年金制度を設けております。

（2）	確定給付制度
	 ①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
	 期首における退職給付債務	 2,098百万円
	 　勤務費用	 232百万円
	 　利息費用	 22百万円
	 　数理計算上の差異の発生額	 357百万円
	 　退職給付の支払額	 △240百万円
	 　過去勤務費用の発生額	 178百万円
	 期末における退職給付債務	 2,649百万円

	 ②年金資産の期首残高と期末残高の調整表
	 期首における年金資産	 2,449百万円
	 　期待運用収益	 79百万円
	 　数理計算上の差異の発生額	 △139百万円
	 　事業主からの拠出額	 240百万円
	 　退職給付の支払額	 △149百万円
	 期末における年金資産	 2,479百万円

	 ③�退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上され
た前払年金費用の調整表

	 積立型制度の退職給付債務	 △2,218百万円
	 年金資産	 2,479百万円
			   261百万円
	 　非積立型制度の退職給付債務	 △431百万円
	 　未認識数理計算上の差異	 386百万円
	 　未認識過去勤務費用	 156百万円
	 前払年金費用	 373百万円

	 ④退職給付に関連する損益
	 　勤務費用	 232百万円
	 　利息費用	 22百万円
	 　期待運用収益	 △79百万円
	 　数理計算上の差異の費用処理額	 △94百万円
	 　過去勤務費用の費用処理額	 99百万円
	 　確定給付制度に係る退職給付費用	 180百万円

	 ⑤年金資産の主な内訳
	� 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、以下のと

おりであります。
	 　株式	 44.8％
	 　債券	 44.2％
	 　現金及び預金	 3.4％
	 　その他	 7.6％
	 　合計	 100.0％

	 ⑥長期期待運用収益率の設定方法
	� 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及

び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多
様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を
考慮しております。
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	 ⑦数理計算上の差異の計算基礎に関する事項
	� 期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとお

りであります。
	 　割引率	 1.00%
	 　長期期待運用収益率	 2.00％

（3）	確定拠出制度
	� 当社の確定拠出制度への要拠出額は、88百万円でありま

す。

31. 金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。

	 ⑦数理計算上の差異の計算基礎に関する事項
	� 期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとお

りであります。
	 　割引率	 1.00％
	 　長期期待運用収益率	 3.25％

（3）	確定拠出制度
	�� 当社の確定拠出制度への要拠出額は、95百万円でありま

す。

31. 金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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　② ヘッジ会計が適用されていないもの

● 金利関連
　 該当ありません。

● 通貨関連

（単位：百万円）

区分 種類
2023年度末 2024年度末

契約額等 時価 差損益 契約額等 時価 差損益うち1年超 うち1年超
店頭 為替予約

売建 276,346 117,262 △ 51,271 △ 51,271 197,205 60,687 △ 31,666 △ 31,666
(米ドル) 145,079 68,702 △ 21,974 △ 21,974 146,338 57,322 △ 21,142 △ 21,142
(ユーロ) 87,527 48,559 △ 17,239 △ 17,239 48,559 1,939 △ 10,575 △ 10,575

(英ポンド) 43,739 ― △ 12,057 △ 12,057 2,307 1,425 52 52
買建 127,113 50,231 8,032 8,032 125,352 52,651 5,751 5,751

(米ドル) 46,389 40,153 3,103 3,103 67,691 51,177 4,283 4,283
(ユーロ) 55,103 10,078 3,037 3,037 55,402 77 1,471 1,471

(英ポンド) 25,620 ― 1,891 1,891 2,259 1,396 △ 4 △ 4
合　　　　計 △ 43,238 △ 25,914

（注）1.	年度末の為替相場は先物相場を使用しています。
	 2.	差損益欄には時価を記載しています。

● 株式関連
　 該当ありません。

● 債券関連
　 該当ありません。

● その他
　 該当ありません。

　③ ヘッジ会計が適用されているもの
● 金利関連
　 該当ありません。
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● 通貨関連

（単位：百万円）

ヘッジ会計の方法 種類 主なヘッジ対象
2023年度末 2024年度末

契約額等 時価 契約額等 時価うち1年超 うち1年超
時価ヘッジ 為替予約 外貨建外国株式等・

その他の証券
売建 43,290 ― △ 865 29,166 ― 184

（米ドル） 43,155 ― △ 865 29,166 ― 184
（中国元） 134 ― △ 0 ― ― ―

合　　　　計 △ 865 184
（注）1.	年度末の為替相場は先物相場を使用しています。

	 2.	差損益欄には時価を記載しています。

● 株式関連
　 該当ありません。

● 債券関連
　 該当ありません。

● その他
　 該当ありません。
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　② ポートフォリオの推移
　　 イ. 資産の構成

（単位：百万円）

区　分 2023年度末 2024年度末
金　額 占　率 金　額 占　率

現預金･コールローン 38,446 4.9% 21,230 2.8%
買現先勘定 ― ― ― ―
債券貸借取引支払保証金 ― ― ― ―
買入金銭債権 ― ― 4,998 0.7%
商品有価証券 ― ― ― ―
金銭の信託 ― ― ― ―
有価証券 671,261 85.3% 648,050 86.0%

公社債 334,407 42.5% 399,258 53.0%
株　式 62,734 8.0% 56,341 7.5%
外国証券 273,981 34.8% 192,450 25.5%

公社債 186,424 23.7% 103,054 13.7%
株式等 87,556 11.1% 89,395 11.9%

その他の証券 138 0.0% ― ―
貸付金 22,151 2.8% 21,411 2.8%

保険約款貸付 22,150 2.8% 21,410 2.8%
一般貸付 1 0.0% 0 0.0%

不動産 18,496 2.4% 18,453 2.4%
繰延税金資産 ― ― ― ―
その他 36,262 4.6% 39,520 5.2%
貸倒引当金 △ 60 △ 0.0% △ 104 △ 0.0%

合　計 786,558 100.0% 753,560 100.0%
うち外貨建資産 263,672 33.5% 181,518 24.1%

　　 ロ. 資産の増減

（単位：百万円）
区　分 2023年度 2024年度

現預金･コールローン 2,609 △ 17,216
買現先勘定 ― ─
債券貸借取引支払保証金 ― ─
買入金銭債権 ― 4,998
商品有価証券 ― ─
金銭の信託 ― ─
有価証券 △ 306,755 △ 23,210

公社債 △ 153,497 64,851
株　式 △ 1,146 △ 6,392
外国証券 △ 152,108 △ 81,530

公社債 △ 168,690 △ 83,370
株式等 16,582 1,839

その他の証券 △ 3 △ 138
貸付金 1,129 △ 740

保険約款貸付 1,130 △ 740
一般貸付 △ 0 △ 0

不動産 △ 313 △ 43
繰延税金資産 ― ─
その他 △ 8,607 3,258
貸倒引当金 △ 30 △ 43

合　計 △ 311,967 △ 32,997
うち外貨建資産 △ 144,405 △ 82,153
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	 ・ 数理計算上の差異の処理年数	 10年
	 ・ 過去勤務費用の処理年数	 10年

8.	� 役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支給に備
えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上して
おります。 

9.	� 価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出し
た額を計上しております。

10.	�ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会
計基準第10号）に従い、外貨建その他の証券及び外貨建株式
等に対する為替変動リスクをヘッジする目的で実施する為替
予約取引について時価ヘッジを行っております。なお、ヘッジの
有効性の判定には、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比
較する比率分析によっております。ただし、ヘッジ対象とヘッジ
手段に関する重要な条件が同一であり、ヘッジに高い有効性が
あることが明らかな場合には、ヘッジの有効性の判定を省略し
ております。

11.	�当社ならびに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地
方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、当
社の事業費等の費用は税込方式によっております。

	� なお、当社の資産にかかる控除対象外消費税等のうち、税法に
定める繰延消費税等については、その他資産として計上のうえ
5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発
生連結会計年度に費用処理しております。

12.	�初回保険料は、原則として収納があり、保険契約上の責任が開
始しているものについて、当該収納した金額により計上してお
ります。

	� また、２回目以降保険料は、収納があったものについて、当該金
額により計上しております。

	� なお、収納した保険料のうち、期末時点において未経過となって
いる期間に対応する部分については、保険業法第116条及び保
険業法施行規則第69条第1項第2号に基づき、責任準備金に積
み立てております。

13.	�再保険収入は、再保険契約に基づく受取事由が当連結会計年
度に発生したものについて、これに定める金額により計上して
おります。再保険料は、再保険契約に基づく支払事由が当連結
会計年度に発生したものについて、これに定める金額により計
上しております。

	� なお、保険業法施行規則第71条第1項及び同規則第73条第3
項に規定する再保険に付した部分に相当する責任準備金及び
支払備金については積み立てておりません。

14.	�期末時点において、保険契約上の責任が開始している契約に
ついて、保険契約に基づく将来における債務の履行に備えるた
め、保険業法第116条第1項に基づき、保険料及び責任準備金
の算出方法書（保険業法第4条第2項第4号）に記載された方法
に従って計算し、責任準備金を積み立てております。

	� 責任準備金のうち保険料積立金については、次の方式により計
算しております。

	 ・�標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定め
る方式（平成8年大蔵省告示第48号）

	 ・�標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保
険料式

	� なお、責任準備金については、保険業法第121条第１項及び保
険業法施行規則第80条に基づき、毎決算期において責任準備
金が適正に積み立てられているかどうかを、保険計理人が確認
しております。

	� 責任準備金のうち危険準備金については、保険業法第116条及
び保険業法施行規則第69条第1項第3号に基づき、保険契約に

　　　　　　　　　　　　  　　 定額基準
	 ・ 数理計算上の差異の処理年数	 ８年
	 ・ 過去勤務費用の処理年数	 ８年

8.	� 役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支給に備
えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上して
おります。

9.	� 価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出した
額を計上しております。

10.	�ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会
計基準第10号）に従い、外貨建その他の証券に対する為替変
動リスクをヘッジする目的で実施する為替予約取引について時
価ヘッジを行っております。なお、ヘッジの有効性の判定には、
ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析によっ
ております。ただし、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条
件が同一であり、ヘッジに高い有効性があることが明らかな場
合には、ヘッジの有効性の判定を省略しております。

11.	�当社ならびに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地
方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、当
社の事業費等の費用は税込方式によっております。

	� なお、当社の資産にかかる控除対象外消費税等のうち、税法に
定める繰延消費税等については、その他資産として計上のうえ
5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発
生連結会計年度に費用処理しております。

12.	�初回保険料は、原則として収納があり、保険契約上の責任が開
始しているものについて、当該収納した金額により計上してお
ります。

	� また、2回目以降保険料は、収納があったものについて、当該金
額により計上しております。

	� なお、収納した保険料のうち、期末時点において未経過となって
いる期間に対応する部分については、保険業法第116条及び保
険業法施行規則第69条第1項第2号に基づき、責任準備金に積
み立てております。

13.	�再保険収入は、再保険契約に基づく受取事由が当連結会計年
度に発生したものについて、これに定める金額により計上して
おります。再保険料は、再保険契約に基づく支払事由が当連結
会計年度に発生したものについて、これに定める金額により計
上しております。

	� なお、保険業法施行規則第71条第1項及び同規則第73条第3
項に規定する再保険に付した部分に相当する責任準備金及び
支払備金については積み立てておりません。

14.	�期末時点において、保険契約上の責任が開始している契約に
ついて、保険契約に基づく将来における債務の履行に備えるた
め、保険業法第116条第1項に基づき、保険料及び責任準備金
の算出方法書（保険業法第4条第2項第4号）に記載された方法
に従って計算し、責任準備金を積み立てております。

	� 責任準備金のうち保険料積立金については、次の方式により計
算しております。

	 ・�標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定め
る方式（平成8年大蔵省告示第48号）

	 ・�標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保
険料式

	� なお、責任準備金については、保険業法第121条第1項及び保
険業法施行規則第80条に基づき、毎決算期において責任準備
金が適正に積み立てられているかどうかを、保険計理人が確認
しております。

	� 責任準備金のうち危険準備金については、保険業法第116条及
び保険業法施行規則第69条第1項第3号に基づき、保険契約に
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基づく将来の債務を確実に履行するため、将来発生が見込まれ
る危険に備えて積み立てております。

15.	�保険金等支払金（再保険料を除く）は、保険約款に基づく支払
事由が発生し、当該約款に基づいて算定された金額を支払った
契約について、当該金額により計上しております。なお、保険業
法第117条及び保険業法施行規則第72条に基づき、期末時点
において支払義務が発生したもの、または、まだ支払事由の報
告を受けていないものの支払事由が既に発生したと認められ
るもののうち、保険金等の支出として計上していないもの（以下

「既発生未報告支払備金」という。）について、支払備金を積み
立てております。既発生未報告支払備金については、新型コロ
ナウイルス感染症と診断され、宿泊施設または自宅にて医師等
の管理下で療養をされた場合（以下「みなし入院」という。）等
に入院給付金等を支払う特別取扱を2023年5月8日以降終了
したこと、また同日より新型コロナウイルス感染症の感染症法
上の位置づけが新型インフルエンザ等感染症から5類感染症に
移行されたこと（以下「5類感染症への移行」という。）により、
平成10年大蔵省告示第234号（以下「IBNR告示」という。）第1
条第1項本則に基づく計算では適切な水準の額を算出すること
ができないことから、IBNR告示第1条第1項ただし書の規定に
基づき、以下の方法により算出した額を計上しております。

	 (計算方法の概要)
		� IBNR告示第1条1項本則に掲げる全ての連結会計年度の既発

生未報告支払備金積立所要額及び保険金等の支払額から、み
なし入院に係る額および新型コロナウイルス感染症と診断さ
れたことに係る額を除外した上で、IBNR告示第1条1項本則と
同様の方法により算出しております。

		� なお、前連結会計年度末においては、当該みなし入院に係る額
および新型コロナウイルス感染症と診断されたことに係る額
の代わりに、重症化リスクの高い方以外のみなし入院に係る額
を除外しておりましたが、当連結会計年度中にみなし入院の入
院給付金の取扱いを終了したことおよび5類感染症への移行
により、当該みなし入院に係る額および新型コロナウイルス感
染症と診断されたことに係る額を除外して算出する方法に見
直しております。

16.	�無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償
却の方法は、利用可能期間に基づく定額法により行っておりま
す。

17.	�当社は2023年10月に、「低解約返戻金型終身保険/保険料払込
免除特約付低解約返戻金型終身保険（E終身）」について、一部
の契約群を除き、共同保険式再保険により出再しました。本件
は、当社における持続的なリスク管理計画の一環として、資本
水準の向上及び資産と負債の総合管理（ALM）の改善を目的
に実施されております。

		� 出再の概要は、以下のとおりであります。
		� ・取引規模	 448,459百万円（責任準備金ベース）
		� ・再保険料	 310,045百万円

基づく将来の債務を確実に履行するため、将来発生が見込まれ
る危険に備えて積み立てております。

15.	�保険金等支払金（再保険料を除く）は、保険約款に基づく支払
事由が発生し、当該約款に基づいて算定された金額を支払った
契約について、当該金額により計上しております。なお、保険業
法第117条及び保険業法施行規則第72条に基づき、期末時点
において支払義務が発生したもの、または、まだ支払事由の報
告を受けていないものの支払事由が既に発生したと認められ
るもののうち、それぞれ保険金等の支出として計上していない
ものについて、支払備金を積み立てております。

	� 既発生未報告支払備金（まだ支払事由の発生の報告を受けて
いないものの支払事由が既に発生したと認められる保険金等
をいう。以下同じ。）については、新型コロナウイルス感染症と診
断され、宿泊施設または自宅にて医師等の管理下で療養をさ
れた場合（以下「みなし入院」という。）等に入院給付金等を支
払う特別取扱を2023年5月8日以降終了したこと、また同日より
新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが新型イ
ンフルエンザ等感染症から5類感染症に移行されたことにより、
平成10年大蔵省告示第234号（以下「IBNR告示」という。）第1
条第1項本則に基づく計算では適切な水準の額を算出すること
ができないことから、IBNR告示第1条第1項ただし書の規定に
基づき、以下の方法により算出した額を計上しております。

（計算方法の概要）
IBNR告示第1条1項本則に掲げる全ての事業年度の既発生未
報告支払備金積立所要額及び保険金等の支払額から、みなし
入院に係る額および新型コロナウイルス感染症と診断されたこ
とに係る額を除外した上で、IBNR告示第1条1項本則と同様の
方法により算出しております。

16.	�無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償
却の方法は、利用可能期間に基づく定額法により行っておりま
す。

17.	�当社では、従来、退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異
及び過去勤務費用の費用処理年数について、10年としておりま
したが、従業員の平均残存勤務期間が短縮したため、当連結会
計年度より費用処理年数を8年に変更しております。なお、この
変更が当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

18.	�未適用の会計基準等に関する事項は、次のとおりであります。
・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号 2024年9

月13日）
・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第33号 2024年9月13日）
	� ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対

応報告及び移管指針の改正
（1）概要

	� 国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資
産・負債を計上する等の取扱いを定めるものであります。

（2）適用予定日
	� 2027年4月1日より開始する連結会計年度の期首から適用する

予定であります。



96　　FWD生命 2025

2023年度末 2024年度末

18.	�金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する
事項は、次のとおりであります。

	� 保険業法第118条第1項に規定する特別勘定以外の勘定であ
る一般勘定の資産運用は、生命保険事業の社会性及び保険商
品（負債）の特性を考慮した運用を行うことを基本方針として
おります。金利の動向を踏まえ、リスク許容度の範囲内におい
て、高い収益性とリスク分散された資産運用ポートフォリオ構
築を目指した結果、超長期の日本国債、為替ヘッジ付きの外貨
建債券投資をはじめとする外国証券、株式、不動産等を中心と
した投資を行っております。なお2020年度よりALMの観点から
満期保有目的の債券及び責任準備金対応債券として超長期の
日本国債購入も行っております。

	� 貸付については、保険約款貸付が中心となっております。デリバ
ティブについては、為替予約を用いた為替変動のリスクヘッジ
のための取引を行っております。

	� なお、主な金融商品として、有価証券及びデリバティブ取引は市
場リスク及び信用リスク、貸付金は信用リスクに晒されておりま
す。

	� 資産運用のリスク管理にあたっては、金利・株式・為替・信用ス
プレッド等の市場環境の変化により資産の価値が変動し、損失
を被るリスクを市場リスク、また信用供与先の財務状況悪化等
により資産の価値が減少ないし消滅し、損失を被るリスクを信
用リスクと定義して管理を行っております。これらのリスクに対
しては、各種リミットを設定するとともに、経済的リスク量を測
定し管理を行っております。また、補完的手段として、定期的にス
トレステストを実施して財務の健全性を確認し、関連委員会に
報告しております。

主な金融資産及び金融負債にかかる連結貸借対照表価額、時価及
びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、現金及び預貯金は主に短期間で決済されるため時価が帳簿
価額に近似することから、注記を省略しております。
また一部の投資信託について、一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に従い、投資信託の基準価額を時価とみなしており、当
該投資信託が含まれております。

（単位：百万円）
連結貸借

対照表
計上額

時価 差額

（1）有価証券
満期保有目的の債券
責任準備金対応債券
その他有価証券

528,262
231,175
100,417
196,669

458,784
163,729

98,385
196,669

△69,477
△67,446

△2,031
―

（2）貸付金
保険約款貸付
一般貸付

22,151
22,150

1

22,151
22,150

1

―
―
―

（3）金融派生商品 (44,104) (44,104) ― 
ヘッジ会計が適用されていないもの (43,238) (43,238) ― 
ヘッジ会計が適用されているもの (   865) (   865) ― 

金融派生商品によって生じた正味の債権・債務は純額で表示
しており、合計で正味の債務となる項目については（ ）で表示
しております。

なお市場価格のない株式等及び組合出資金等については、そ
れぞれ「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会
計基準適用指針第19号 2020年3月31日）第5項及び「時価の
算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

（3）当該会計基準等の適用による影響
	� 当該会計基準等の適用による影響は、現在評価中であります。

19.	�金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する
事項は、次のとおりであります。

	� 保険業法第118条第1項に規定する特別勘定以外の勘定であ
る一般勘定の資産運用は、生命保険事業の社会性及び保険商
品（負債）の特性を考慮した運用を行うことを基本方針として
おります。金利の動向を踏まえ、リスク許容度の範囲内におい
て、高い収益性とリスク分散された資産運用ポートフォリオ構
築を目指した結果、超長期の日本国債、為替ヘッジ付きの外貨
建債券投資をはじめとする外国証券、株式、不動産等を中心と
した投資を行っております。なお、2020年度よりALMの観点から
満期保有目的の債券及び責任準備金対応債券として超長期の
日本国債等の購入も行っております。

	� 貸付については、保険約款貸付が中心となっております。デリバ
ティブについては、為替予約を用いた為替変動のリスクヘッジ
のための取引を行っております。

	� なお、主な金融商品として、有価証券及びデリバティブ取引は市
場リスク及び信用リスク、貸付金は信用リスクに晒されておりま
す。

	� 資産運用のリスク管理にあたっては、金利・株式・為替・信用ス
プレッド等の市場環境の変化により資産の価値が変動し、損失
を被るリスクを市場リスク、また信用供与先の財務状況悪化等
により資産の価値が減少ないし消滅し、損失を被るリスクを信
用リスクと定義して管理を行っております。これらのリスクに対
しては、各種リミットを設定するとともに、経済的リスク量を測
定し管理を行っております。また、補完的手段として、定期的にス
トレステストを実施して財務の健全性を確認し、関連委員会に
報告しております。

主な金融資産及び金融負債にかかる連結貸借対照表価額、時価及
びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、現金及び預貯金、買入金銭債権に計上するコマーシャルペー
パーは主に短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するこ
とから、注記を省略しております。
また一部の投資信託について、一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に従い、投資信託の基準価額を時価とみなしており、当
該投資信託が含まれております。

（単位：百万円）
連結貸借

対照表
計上額

時価 差額

（1）有価証券
満期保有目的の債券
責任準備金対応債券
その他有価証券

507,250
231,736
151,111
124,403

390,098
132,360
133,334
124,403

△117,152
△99,375
△17,777

―

（2）貸付金
保険約款貸付
一般貸付

21,411
21,410

0

21,411
21,410

0

―
―
―

（3）金融派生商品 （25,730） （25,730） ― 
ヘッジ会計が適用されていないもの （25,914） （25,914） ― 
ヘッジ会計が適用されているもの 184 184 ― 

金融派生商品によって生じた正味の債権・債務は純額で表示
しており、合計で正味の債務となる項目については（ ）で表示
しております。

なお、市場価格のない株式等及び組合出資金等については、そ
れぞれ「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会
計基準適用指針第19号 2020年3月31日）第5項及び「時価の
算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
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第31号 2021年6月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」
という。）第24-16項に従い、有価証券に含めておりません。
これらの当連結会計年度末における連結貸借対照表価額は
次のとおりであります。
		  イ.非上場株式	 18,695百万円
		 （うち非連結の子会社及び子法人等の株式	 18,670百万円）
		  ロ.組合出資金	 81,021百万円
		 （うち非連結の子会社及び子法人等の出資金	 9,169百万円）

主な金融商品の時価の内訳等に関する事項は、次のとおりで
あります。
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能
性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しておりま
す。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における

（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル1 のインプット以外の直接又は間接的
に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算
定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用してい
る場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう
ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。

（１）	�時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融
負債

（単位：百万円）

区分 時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

有価証券 2,826 152,919 36,255 192,001
	 その他有価証券 2,826 152,919 36,255 192,001
		  社債 － 2,612 － 2,612
		  株式 958 － － 958
		  外国証券 1,867 150,169 36,255 188,292
			   公社債 － 150,169 36,255 186,424
			   株式等 1,867 － － 1,867
		  その他の証券 － 138 － 138
金融派生商品 － 8,032 － 8,032
		  通貨関連 － 8,032 － 8,032

資産計 2,826 160,951 36,255 200,034
金融派生商品 － △52,136 － △52,136
		  通貨関連 － △52,136 － △52,136

負債計 － △52,136 － △52,136
時価算定会計基準適用指針第24-3項の基準価額を時価とみなす
投資信託については、上記表には含めておりません。連結貸借対照
表における当該投資信託の金額は4,667百万円であります。

（2）	�時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金
融負債

（単位：百万円）

区分 時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

貸付金 － ― 22,151 22,151
有価証券 262,115 ― － 262,115
	 満期保有目的の債券 163,729 ― － 163,729
		  国債 163,729 ― － 163,729
	 責任準備金対応債券 98,385 ― － 98,385
		  国債 98,385 ― － 98,385

資産計 262,115 ― 22,151 284,266

第31号 2021年6月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」
という。）第24-16項に従い、有価証券に含めておりません。
これらの当連結会計年度末における連結貸借対照表価額は
次のとおりであります。
		  イ.非上場株式	 13,695百万円
		 （うち非連結の子会社及び子法人等の株式	 13,670百万円）
		  ロ.組合出資金	 84,653百万円
		 （うち非連結の子会社及び子法人等の出資金	 13,700百万円）

主な金融商品の時価の内訳等に関する事項は、次のとおりで
あります。
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能
性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しておりま
す。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における

（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的
に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算
定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用してい
る場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう
ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。

（１）�時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融
負債

（単位：百万円）

区分 時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

有価証券 14,690 68,078 36,891 119,660
	 その他有価証券 14,690 68,078 36,891 119,660
		  国債 14,294 － － 14,294
		  社債 － 1,914 － 1,914
		  株式 396 － － 396
		  外国証券 － 66,163 36,891 103,054
			   公社債 － 66,163 36,891 103,054
金融派生商品 － 7,592 － 7,592
		  通貨関連 － 7,592 － 7,592

資産計 14,690 75,670 36,891 127,252
金融派生商品 － △33,322 － △33,322
		  通貨関連 － △33,322 － △33,322

負債計 － △33,322 － △33,322
時価算定会計基準適用指針第24-3項の基準価額を時価とみなす
投資信託については、上記表には含めておりません。連結貸借対照
表における当該投資信託の金額は4,742百万円であります。

（2）	�時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金
融負債

（単位：百万円）

区分 時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

貸付金 － ― 21,411 21,411
有価証券 250,894 14,800 － 265,695
	 満期保有目的の債券 132,360 ― － 132,360
		  国債 132,360 ― － 132,360
	 責任準備金対応債券 118,533 14,800 － 133,334
		  国債 118,533 － 118,533
		  社債 ― 14,800 － 14,800

資産計 250,894 14,800 21,411 287,106
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（3）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

	 ア.有価証券
		�  有価証券については、活発な市場における無調整の相場価

格を利用できるものはレベル1の時価に分類しております。
公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でな
い場合にはレベル2の時価に分類しております。

		�  相場価格が入手できない場合には、情報ベンダーから提示
された価格等を用いて評価しております。これらの価格は将
来キャッシュ・フローとクレジットスプレッド等を加味した割
引率に基づく割引現在価値法等により算定しており、算定に
あたって重要な観察できないインプットを用いている場合に
はレベル３の時価、そうでない場合はレベル２の時価に分類
しております。

		�  また相場価格が存在しない投資信託について、解約又は買
戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められる
ほどの重要な制限がない場合には基準価額を時価とし、レ
ベル２に分類しております。

	 イ.貸付金
		�  保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るな

どの特性により返済期限を設けておらず、返済見込み期間
及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているもの
と想定されるため、帳簿価額を時価としており、レベル３の時
価に分類しております。

		�  一般貸付は、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は
帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を
時価としており、レベル３の時価に分類しております。

	 ウ.金融派生商品
		�  為替予約取引は、先物為替相場等を使用しており、レベル２

の時価に分類しております。

（4）�時価で連結貸借対照表に計上している金融資産及び金融負債
のうちレベル３の時価に関する情報

	 ア.重要な観察できないインプットに関する定量的情報
		  記載すべき事項はありません。
	 イ.�期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した

評価損益

（単位：百万円）

有価証券
その他有価証券

外国証券
公社債

期首残高 29,564
	 当期の損益またはその他の包括利益
		  損益に計上（※1） 4,324
		  その他の包括利益に計上（※2） 125
	 購入、売却、発行及び決済
		  購入 2,273
		  売却 －
		  発行 －
		  決済 △32
	 レベル3の時価への振替 －
	 レベル3の時価からの振替 －
期末残高 36,255
当 期 損 益 に 計 上した 額
のうち連結貸借対照表に
おいて保有する金融資産
及び金融負債の評価損益

（※1）

4,324

（※1）連結損益計算書の「資産運用収益」に含まれております。
（※2）�連結包括利益計算書の「その他の包括利益」の「その他有価

証券評価差額金」に含まれております。

（3）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
	 ア.有価証券
		�  有価証券については、活発な市場における無調整の相場価

格を利用できるものはレベル1の時価に分類しております。
公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でな
い場合にはレベル2の時価に分類しております。

		�  相場価格が入手できない場合には、情報ベンダーから提示
された価格等を用いて評価しております。これらの価格は将
来キャッシュ・フローとクレジットスプレッド等を加味した割
引率に基づく割引現在価値法等により算定しており、算定に
あたって重要な観察できないインプットを用いている場合に
はレベル3の時価、そうでない場合はレベル2の時価に分類
しております。

		�  また相場価格が存在しない投資信託について、解約又は買
戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められる
ほどの重要な制限がない場合には基準価額を時価としてお
ります。

	 イ.貸付金
		�  保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るな

どの特性により返済期限を設けておらず、返済見込み期間
及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているもの
と想定されるため、帳簿価額を時価としており、レベル3の時
価に分類しております。

		�  一般貸付は、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は
帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を
時価としており、レベル3の時価に分類しております。

	 ウ.金融派生商品
		�  為替予約取引は、先物為替相場等を使用しており、レベル2

の時価に分類しております。

（4）�時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融
負債のうちレベル3の時価に関する情報

	 ア.重要な観察できないインプットに関する定量的情報
		  記載すべき事項はありません。
	 イ.�期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した

評価損益

（単位：百万円）

有価証券
その他有価証券

外国証券
公社債

期首残高 36,255
	 当期の損益またはその他の包括利益
		  損益に計上（※1） △439
		  その他の包括利益に計上（※2） 1,104
	 購入、売却、発行及び決済
		  購入 －
		  売却 －
		  発行 －
		  決済 △29
	 レベル3の時価への振替 －
	 レベル3の時価からの振替 －
期末残高 36,891
当 期 損 益 に 計 上した 額
のうち連結貸借対照表に
おいて保有する金融資産
及び金融負債の評価損益

（※1）

△439

（※1）�連結損益計算書の「資産運用収益」又は「資産運用費用」に
含まれております。

（※2）�連結包括利益計算書の「その他の包括利益」の「その他有価
証券評価差額金」に含まれております。
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	 ウ.時価評価のプロセスの説明
		�  当社は時価の算定に関する方針及び手続を定めており、こ

れに沿って時価を算定し、時価の算定に用いられた評価技
法及びインプットの妥当性並びに時価のレベルの分類の適
切性を検証しております。また、第三者から入手した価格を
利用する場合においても、利用されている評価技法及びイン
プットの確認等の適切な方法により価格の妥当性を検証し
ております。

	 エ.�重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に
対する影響に関する説明

		  記載すべき事項はありません。

19.	�当社ならびに連結される子会社及び子法人等は、東京都その
他の地域において賃貸用のオフィスビル等を保有しており、当
連結会計年度末における賃貸等不動産の連結貸借対照表価
額は60,019百万円、時価は63,140百万円であります。なお、時
価は社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金
額によっております。また、賃貸等不動産の連結貸借対照表価
額に含まれている資産除去債務に対応する額はありません。

20.	�債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、
三月以上延滞債権並びに貸付条件緩和債権の該当はありませ
ん。

21.	有形固定資産の減価償却累計額は6,381百万円であります。

22.	契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。
	 当連結会計年度期首現在高	 148百万円
	 当連結会計年度契約者配当金支払額	 42百万円
	 利息による増加等		  0百万円
	 契約者配当準備金繰入額	 37百万円
	 当連結会計年度期末現在高	 143百万円

23.	�関係会社（連結される子会社及び子法人等を除く）の株式は
18,670百万円、出資金は9,169百万円であります。

24.	�担保に供されている資産の額は、有価証券124,531百万円であ
ります。

25.	1株当たりの純資産額は75,884円58銭であります。

26.	�消費貸借契約により貸し付けている有価証券の連結貸借対照
表価額は、7,357百万円であります。

27.	�繰延税金資産の総額は、10,297百万円、繰延税金負債の総額
は、6,424百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当額
として控除した額は、10,185百万円であります。

	� 繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金
5,371百万円、価格変動準備金1,240百万円、税法に定める減
価償却資産損金算入限度超過額1,031百万円、有価証券評価
損895百万円であります。

	� 繰延税金負債の主な原因別内訳は、その他有価証券評価差額
金6,311百万円であります。

	� 繰延税金資産から評価性引当額として控除された額の主な変
動の要因は、その他有価証券評価差額金に係る評価性引当額
の減少であります。

	 ウ.時価評価のプロセスの説明
		�  当社は時価の算定に関する方針及び手続を定めており、こ

れに沿って時価を算定し、時価の算定に用いられた評価技
法及びインプットの妥当性並びに時価のレベルの分類の適
切性を検証しております。また、第三者から入手した価格を
利用する場合においても、利用されている評価技法及びイン
プットの確認等の適切な方法により価格の妥当性を検証し
ております。

	 エ.�重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に
対する影響に関する説明

		  記載すべき事項はありません。

20.	�当社ならびに連結される子会社及び子法人等は、東京都その
他の地域において賃貸用のオフィスビル等を保有しており、当
連結会計年度末における賃貸等不動産の連結貸借対照表価
額は53,459百万円、時価は56,470百万円であります。なお、時
価は社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金
額によっております。また、賃貸等不動産の連結貸借対照表価
額に含まれている資産除去債務に対応する額はありません。

21.	�債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、
三月以上延滞債権並びに貸付条件緩和債権の該当はありませ
ん。

22.	�有形固定資産の減価償却累計額は6,673百万円であります。

23.	�契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。
	 当連結会計年度期首現在高	 143百万円
	 当連結会計年度契約者配当金支払額	 50百万円
	 利息による増加等		  0百万円
	 契約者配当準備金繰入額	 47百万円
	 当連結会計年度期末現在高	 140百万円

24.	�関係会社（連結される子会社及び子法人等を除く）の株式は
13,670百万円、出資金は13,700百万円であります。

25.	�担保に供されている資産の額は、有価証券76,710百万円であ
ります。

26.	�1株当たりの純資産額は77,652円87銭であります。

27.	�繰延税金資産の総額は、10,957百万円、繰延税金負債の総額
は、8,646百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当額
として控除した額は、10,814百万円であります。

	� 繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金
6,181百万円、価格変動準備金1,380百万円、税法に定める減
価償却資産損金算入限度超過額1,338百万円であります。ま
た、繰延税金負債の主な原因別内訳は、その他有価証券評価
差額金8,504百万円であります。

	� 「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）」
が2025年3月31日に国会で成立したことに伴い、2026年4月1
日以降開始する連結会計年度より「防衛特別法人税」の課税
が行われることとなりました。これに伴い、2026年4月1日以降
開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等に係る
繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を
28.00％から28.93％に変更し計算しております。当該税率変更
により、連結会計年度末における繰延税金負債は273百万円
増加し、その他有価証券評価差額金が273百万円減少しており
ます。



100　　FWD生命 2025

2023年度末 2024年度末
28.	退職給付に関する事項は次のとおりであります。

（1）	�採用している退職給付制度の概要
	� 当社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度

を設けております。また、確定拠出型の制度として確定拠
出年金制度を設けております。

（2）	確定給付制度
	 ①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
	 期首における退職給付債務	 2,023百万円
	 　勤務費用		  177百万円
	 　利息費用		  20百万円
	 　数理計算上の差異の当期発生額	 67百万円
	 　退職給付の支払額	 △190百万円
	 期末における退職給付債務	 2,098百万円

	 ②年金資産の期首残高と期末残高の調整表
	 期首における年金資産	 2,108百万円
	 　期待運用収益		  42百万円
	 　数理計算上の差異の当期発生額	 258百万円
	 　事業主からの拠出額	 231百万円
	 　退職給付の支払額	 △190百万円
	 期末における年金資産	 2,449百万円

	� ③�退職給付債務及び年金資産と連結貸借対照表に計上
された退職給付に係る負債及び資産の調整表

	 積立型制度の退職給付債務	 △2,098百万円
	 年金資産	 2,449百万円
				    351百万円
	 連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額	 351百万円
	

	 ④退職給付に関連する損益
	 　勤務費用		  177百万円
	 　利息費用		  20百万円
	 　期待運用収益		  △42百万円
	 　数理計算上の差異の費用処理額	 △24百万円
	 　過去勤務費用の費用処理額	 46百万円
 　確定給付制度に係る退職給付費用 177百万円

　	� ⑤その他の包括利益に計上された項目の内訳
	� その他の包括利益に計上した項目（税効果控除前）の内

訳は、次のとおりであります。
	 　数理計算上の差異	 165百万円 
	 　過去勤務費用	 46百万円 
 　合計 212百万円 

	� ⑥その他の包括利益累計額に計上された項目の内訳
	� その他の包括利益累計額に計上した項目（税効果控除

前）の内訳は、次のとおりであります。
	 　未認識数理計算上の差異	 204百万円
	 　未認識過去勤務費用	 △77百万円 
 　合計 127百万円 

	 ⑦年金資産の主な内訳
	� 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおり

であります。
	 　株式	 53.4％
	 　債券	 35.6％
	 　現金及び預金	 3.5％
	 　その他	 7.5％
	 　合計	 100.0%

28.	退職給付に関する事項は次のとおりであります。
（1）	採用している退職給付制度の概要

	� 当社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度
及び転出支援金制度を設けております。また、確定拠出型
の制度として確定拠出年金制度を設けております。

（2）	確定給付制度
	 ①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
	 期首における退職給付債務	 2,098百万円
	 　勤務費用		  232百万円
	 　利息費用		  22百万円
	 　数理計算上の差異の発生額	 357百万円
	 　退職給付の支払額	 △240百万円
	 　過去勤務費用の発生額	 178百万円
	 期末における退職給付債務	 2,649百万円

	 ②年金資産の期首残高と期末残高の調整表
	 期首における年金資産	 2,449百万円
	 　期待運用収益		  79百万円
	 　数理計算上の差異の発生額	 △139百万円
	 　事業主からの拠出額	 240百万円
	 　退職給付の支払額	 △149百万円
	 期末における年金資産	 2,479百万円

	 ③�退職給付債務及び年金資産と連結貸借対照表に計上
された退職給付に係る負債及び資産の調整表

	 積立型制度の退職給付債務	 △2,218百万円
	 年金資産	 2,479百万円
				    261百万円
	 非積立型制度の退職給付債務	 △431百万円
	 連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額	 △169百万円

	 ④退職給付に関連する損益
	 　勤務費用		  232百万円
	 　利息費用		  22百万円
	 　期待運用収益		  △79百万円
	 　数理計算上の差異の費用処理額	 △94百万円
	 　過去勤務費用の費用処理額	 99百万円
	 　確定給付制度に係る退職給付費用	 180百万円

　	� ⑤その他の包括利益に計上された項目の内訳
	� その他の包括利益に計上した項目（税効果控除前）の内

訳は、次のとおりであります。
	 　数理計算上の差異	 △591百万円
	 　過去勤務費用	 △79百万円
	 　合計	 △670百万円

	 ⑥その他の包括利益累計額に計上された項目の内訳
	� その他の包括利益累計額に計上した項目（税効果控除

前）の内訳は、次のとおりであります。
	 　未認識数理計算上の差異	  △386百万円
	 　未認識過去勤務費用	           △156百万円
	 　合計	                        △543百万円

	 ⑦年金資産の主な内訳
	� 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおり

であります。
	 　株式	 44.8％
	 　債券	 44.2％
	 　現金及び預金	                  3.4％
	 　その他	                           7.6％
	 　合計	                             100.0％
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	 ⑧長期期待運用収益率の設定方法
	� 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及

び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多
様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を
考慮しております。

	 ⑨数理計算上の差異の計算基礎に関する事項
	� 期末における主要な数理計算上の計算基礎は次のとおり

であります。
	 　割引率	 1.00% 
	 　長期期待運用収益率	 2.00%

（3）	確定拠出制度
	� 当社の確定拠出制度への要拠出額は、88百万円でありま

す。

29.	金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。

	 ⑧長期期待運用収益率の設定方法
	� 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及

び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多
様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を
考慮しております。

	 ⑨数理計算上の差異の計算基礎に関する事項
	� 期末における主要な数理計算上の計算基礎は次のとおり

であります。
	 　割引率		  1.00%
	 　長期期待運用収益率	 3.25%

（3）	確定拠出制度
	� 当社の確定拠出制度への要拠出額は、95百万円でありま

す。

29. 金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。
















